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 要  旨 
近年、通信端末機器の増加により年々通信量が増加してきている。そのため使われる周波数が
高周波化しつつあり、より広い帯域幅が必要となってきているのに加え、多くの基地局を設置す
る需要が高まっている。そのため、従来使われていた同軸ケーブルに代わって光ファイバ無線通
信伝送が求められている。更に、基地局を無電源化させることができる光給電型の光ファイバ無
線通信伝送の研究も行われ、より低コストで運用できる光ファイバ無線伝送して開発が進んでい
る。本研究では安価で高パワー耐性のあるマルチモードファイバ(MMF : Multi-Mode Fiber)を用
いた光給電型光ファイバ無線伝送へ取り組んだ。しかし長距離伝送時にモード分散とクロストー
クの影響が大きくなる問題があり信号の品質が劣化してしまう原因となっているため、改善する
ことを考えた。先行研究においては 1480 nmの信号光と 1550 nmの給電光を用いての給電に成
功したが、信号の劣化が見られ、より改善の必要があった。そこで本研究では 1310 nmの信号光
と 1550 nm の給電光を用いてそれぞれの波長を離し、クロストークの影響を抑えることを考え
た。更にスポットサイズ変換器を用いることによってシングルモードファイバ (SMF : 
Single-Mode Fiber)からMMFへ信号光が入るときに徐々にコア径を変化させることで、光の経
路であるモードの均一化を図り、モード分散の影響をより抑制することを試みた。その上でモー
ドコンディショニングパッチコード(MCP : Mode Conditioning Patchcord)を用いて給電光を
高次モード照射し、更にクロストークの影響を抑えることを考えた。その結果を具体的にそれぞ
れの距離、それぞれの給電光の強さによる信号光の品質を確かめた。 
結果として、信号の品質が悪くなりやすい下り伝送時の 4 kmのMMFを用いた光給電型光フ
ァイバ無線伝送を用いた場合で7 Wまでの給電光を入力した場合においてクロストークの影響を
抑えることを確認し、信号品質の改善が見られた。 
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概 要
現在の携帯電話の無線通信は、通信端末機器の増加やモノのインターネット (IoT : Internet of
Things)の需要により年々増大している通信量の増加によってより高度化が求められている。その
ため高周波化しつつあり、多くの基地局を設置する必要性が増してきた上、従来使われていた同
軸ケーブルよりも広い帯域幅が必要となってきている。そのため、従来使われていた同軸ケーブ
ルに代わって光ファイバ無線通信システムが求められている。更に、基地局を無電源化させるこ
とができる光給電型の光ファイバ無線通信システムの研究も行われ、より低コストで運用できる
光ファイバ無線システムとして開発が進んでいる。ただし、長距離伝送時にクロストークの影響
が大きくなり、信号の品質が劣化してしまう原因となっている。
　先行研究においては 1480 nmの信号光と 1550 nmの給電光を用いての給電に成功したが、クロ
ストークの影響が見られ、より改善の必要があった。そこで本研究では 1310 nmの信号光と 1550
nmの給電光を用いてそれぞれの波長を離し、クロストークの影響を抑えることを考えた。更にス
ポットサイズ変換器を用いることによってシングルモードファイバ (SMF : Single-Mode-Fiber)か
らマルチモードファイバ (MMF : Multi-Mode-Fiber)へ信号光が入るときに徐々にコア径を変化
させることで、光の経路であるモードの均一化を図り、信号品質の更なる向上を試みた。その上
でモードコンディショニングパッチコード (MCP : Mode Conditioning Patchcord)を用いて給電
光を高次モード照射し、更にクロストークの影響を抑えることを考えた。その結果を具体的にそ
れぞれの距離、それぞれの給電光の強さによる信号光の品質を確かめた。　結果として、4 kmの
MMFを用いた光給電型光ファイバ無線伝送において 7 Wまでの給電光を入力した場合において
クロストークの影響を抑えることに成功し、信号品質の改善が見られた。
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第1章 序論
1.1 研究の背景
今日では次世代型の無線通信の効率化のために光ファイバ無線システム (RoF : Radio-over-Fiber)
が多く用いられるようになりつつある。光ファイバを用いて無線信号を伝送するRoF システムは
放送システムなどの応用も考えられ、同軸ケーブルの代替手段の一つとして研究がされている。更
に併せてデバイスへの給電や、災害時や緊急時の備えとして光給電型RoF を使用することも提案
されている。そしてこれから、次世代型の無線 LAN 規格や携帯電話方式の実現のために無線通信
を高周波数化し周波数の利用効率を向上させたいとき、伝搬損失が増加してしまうために無線基
地局をより高密度に敷設することが求められてくる。この際に別途電源を必要としない通信装置
を設置できれば、基地局を小型化、無電源化、および設置の容易化を図ることができて設置運用
にかかるコストを大幅に抑えることが出来るという考えがある。
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1.2 研究の目的
光給電型RoFシステムには SMFを用いたもの、MMFを用いたもの、DCF(DCF : Double-Clad
Fiber)を用いたものがある。MMFは SMFより高強度の給電光を伝送でき、DCFより安価かつ
汎用性が高い特徴がある。MMFを用いてより効率的な伝送を可能とする光給電型RoFシステム
を実現するためには、クロストークの改善とモード分散の抑制を行う必要が生じる。
信号光と給電光の波長が近いほどそれぞれの波長が干渉してしまうためにクロストークが起こ
りやすいという特性が考えられたため、本研究においては信号光 1310 nm、給電光 1550 nmと、
波長が比較的近くない光が用いる。更にシングルモードファイバからマルチモードファイバへ信
号光を伝送する際にスポットサイズ変換器を用いてモード分散を抑制する。それに加えてモード
コンディショニングパッチコードを用いて高次モードへ給電光によりオフセットラウンチ (OL :
Oset Launch)をすることで、クロストークの影響を抑えた信号を送る。これらの技術を併用す
ることでより品質の改善された伝送を実現する。
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第2章 光給電型光ファイバ無線伝送
2.1 光ファイバ無線伝送
光ファイバ無線伝送とは、電気による無線信号をそのまま光の強度信号に変換し、光ファイバ
中を伝送させる通信技術である。　従来の同軸ケーブルと比較すると光ファイバを用いた場合は
広帯域性を活かせるので、無線信号の振幅・位相情報をそのまま光の強度変調信号として表し、光
ファイバ伝送を行う。これにより、無線信号の電波形式を考慮することなく、アンテナ基地局側
に復調・同期回路などが必要とならない簡易なシステム構成が可能となる。　
　光ファイバ無線伝送の特徴として　
1.電気的絶縁
　光ファイバは電気的には絶縁であるため、落雷の際にもシステム全体への被害を避けるこ
とが可能である。更に、電磁誘導や電気的な雑音の影響を受けないため、対外電波と干渉す
ることがなくより高品質な伝送が可能である。
2.軽量
　光ファイバ本体の外径は 125 µmと細くて軽量のため、大量に取り扱う場合でも扱いやす
いものとなっている。
3.長距離伝送が可能
　一般的な光ファイバによる減衰が最も少ない波長 1550 nm帯付近での一般的な石英光ファ
イバの伝送損失が 0.2 dB/kmであり、これは他の伝送方式と比べると非常に損失が少ない。
そのため、無線信号をより長距離に伝送することを可能とすることができる。
4.腐食耐性
　構成する素材の主な成分がシリカガラスであり、金属ではないため腐食に強い特徴があり、
寿命が長い。
　が挙げられる。
　RoFシステムは以上のような特長から通信端末機器の増加や IoTの需要での更なる応用が期待
されている。また、地下鉄のトンネル内やビル内部など通常の無線信号が届きにくい場所におい
て、１つの制御局でサービスの拡張が可能となるため、広く利用されている。　
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図 2.1: 光ファイバ無線伝送
光ファイバ無線伝送とは、光ファイバ中で無線信号を送受信するシステムである。図 2.1に光
ファイバを用いた場合の無線伝送の下り方向伝送の基本構成を示す。光ファイバを用いた場合の
無線伝送についての要素としては、ネットワークと通信を行い無線伝送用の信号を生成する信号
発生器とそれを元にレーザ光源を変調する光変調器、無線信号を送信するアンテナ、それを結ぶ
光ファイバが挙げられる。光ファイバ無線伝送のメリットとして光ファイバ部分の通信路の損失
が少ないため、通信コストを大きく減らすことが可能なことが挙げられる。
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図 2.2: 光ファイバ無線システムにおける基地局と制御局の配置例
図 2.2に光ファイバ無線システムの基地局と制御局の配置例を示す。一つの制御局に対して多数
の異なる基地局が繋がれて稼働している。制御局は下り信号として電気信号から光信号へと変換
したものを多数の基地局へ向けてそれぞれ発信し、同時に上り信号としてそれぞれ受信した光信
号を電気信号へと変換して処理をしている。
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2.2 光ファイバ給電
図 2.3: 光ファイバ給電システム
図 2.3に光ファイバ給電システムの概要を示す。光ファイバ給電システムは、光ファイバ中で
給電光を伝送することで、受信側の電源とすることができるシステムである。下り伝送において、
制御局側でレーザダイオード (LD : Laser-Diode)により生成された給電光が光ファイバを通して
基地局へ伝送され、基地局の無電源化が可能である。制御局側のレーザダイオードから出力され
る給電光を基地局側の給電用光電変換素子 (PPD : Photovoltaic Power Converter)で電気エネル
ギーに変換する構造となっていて、その電気を供給することで電源が必要な電子機器を動かすこ
とが可能となる。
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2.3 光給電型光ファイバ無線伝送
光ファイバ無線伝送は先述通り、小型基地局を複数の地点へと配置する構造となっている。そ
して送受信無線信号の増幅器、光信号を電気信号に変換するフォトダイオード、光源となる光を
発生させるレーザダイオードの駆動等のため、制御局側だけでなく全ての基地局側において電源
設備が必要となる。現在実用化されている光ファイバ無線伝送の基地局はほとんど外部電源を必
要としているが、光ファイバを用いて信号と同時に給電が可能となれば停電に対する耐性を持た
せたシステム構成が可能となる。　
　光給電型光ファイバ無線伝送の特徴として　
1.災害耐性
　制御局の電源さえ稼働していれば電源設備を周囲のものに頼らないで動作させることが可
能であるため、通常の光ファイバ無線伝送と比較すると災害に強い構造となっている。
2.小型化
　外部からの電源供給をするための設備を省略可能な事から小型化を図れる。
3.設置の容易化
　内部にある一部の電源設備の省略が可能なことや、本体が小型化可能なこと、更に災害に
強い構造であるため災害が起きやすい場所へ設置が比較的安易に可能となることに伴って設
置の容易化を図れる。
4.コスト削減
　電源部分を簡略化できるため内部構造の単純化ができ、コスト削減が可能となる。
が挙げられる。
　このような特長を持つ光給電型光ファイバ無線伝送は、次世代通信において小型基地局をより
大量に増設する必要性が出てくる際に重要となる。次世代通信は周波数が高くなるため多くの基
地局が必要となり、ビルの側面やドローン上などこれまで以上に多岐に渡る場所への設置が必須
となると考えられる。　　
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図 2.4: 光給電型光ファイバ無線伝送
図 2.4に光給電型光ファイバ無線伝送の概要を示す。この光給電型光ファイバ無線伝送は、通常
の光ファイバ無線伝送に加えて信号光と同時に給電光を流すことで基地局での電源とすることを
想定した伝送のことである。制御局から基地局への信号光の下り伝送において、制御局に設置さ
れたレーザダイオードによって光信号が生成されて光ファイバを通過し伝送される。基地局側で
はフォトダイオードによって伝送されてきた光信号を電気信号に変換し、アンテナから無線信号
として送信する。基地局から制御局への信号光の上り伝送において、アンテナが受信した無線信
号を基地局に設置した LDによって光信号として生成し、制御局へ伝送する。そして制御局側で
はフォトダイオードによって伝送されてきた光信号を電気信号に変換する。また、制御局側に給
電用の高出力レーザを設置し、光ファイバを通過させて伝送する。基地局側では給電用の光電変
換素子を用いて電力へ変換し、基地局側の各設備に必要な電力として供給する。
　光ファイバ無線通信システムは先述のように小型の基地局を様々な地点に配置して広範囲で使
えるようにしたものであるが、それぞれの基地局ごとに電源設備やいざという時の停電対策が必
要となり、その分基地局のシステムが複雑化してコストがかかってしまう。しかし、図 2.4のよ
うに制御局から信号光とは異なる給電光を同時に伝送することで、基地局で電源設備を必要とし
ない通信システムを構築することができる。基地局側では通常の信号の送受信や受信した信号の
増幅の際に必要な電力を、給電用 LDから光ファイバを通して伝送された給電光を PPC(PPC :
Photovoltaic Power Converter)で光電変換することによって賄う。
　このため、光給電型光ファイバ無線システムには、制御局側で電源を確保していれば基地局に
電源を必要としないため、停電時や災害時に無線信号を送受信することができるというメリット
がある。
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光給電型RoFシステムは大きく 3種類に分けることができ、大きく分けるとシングルモードファ
イバ (SMF : Single-Mode-Fiber)、マルチモードファイバ (MMF : Multi-Mode-Fiber)、ダブルク
ラットファイバ (DCF : Double-Clad-Fiber)において研究がされている。
　特にマルチモードファイバを用いた光給電型光ファイバ無線伝送の特徴として
1.高パワー耐性
コア径が 50 or 62.5 µmであり一般的なファイバであるシングルモードファイバより大きな
パワーを伝送可能となっている。
2.安価
マルチモードファイバは末端部分でよく使われているファイバなので量産しており、ダブル
クラッドファイバのような特殊なファイバより安価で生産が可能となっている。
3.モード分散
マルチモードファイバにはモード分散という波長同士の干渉が発生することがあり、抑える
必要がある。
が挙げられる。
　よってモード分散を抑えることによってマルチモードファイバを用いることで高いパワーかつ
低コストな給電型の長距離伝送システムが構築できると考えられる。
図 2.5: 光給電型光ファイバ無線システムに用いるファイバ
図 2.5に光給電型光ファイバ無線システムに用いるファイバの断面図と光の経路を示す。
　シングルモードファイバは現在は一番普及しているファイバであり、長距離にも一番適してい
て実用化もされているファイバであるがコア径が小さいため給電光のパワーが制限されるという
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特徴を持つ。ダブルクラッドファイバは内部にあるクラッド部分が二重構造となっているため近
い波長同士を用いても干渉しづらい特長を持つ一方で、ファイバ自体の値段が高く構成が複雑に
なってしまうという欠点がある。マルチモードファイバはシングルモードファイバより強い給電
光を伝送でき、ダブルクラッドファイバと比較して低コストかつ簡易的な構成が可能であるため、
モード分散という波長同士の干渉を抑えることによって光給電型光ファイバ無線伝送としては最
適なファイバであると考えられる。よって本研究ではモード分散を抑えてマルチモードファイバ
を用いた伝送系の構築についての研究を行う。
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第3章 マルチモードファイバを用いた光給電型光
ファイバ無線伝送
3.1 マルチモードファイバ
マルチモードファイバとは、1つのファイバ内で光が多くのモードと呼ばれる光の通り道に分か
れて伝搬するファイバのことである。
図 3.1: マルチモードファイバのモード
　図 3.1にマルチモードファイバのモードについての概要を示す。
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マルチモードファイバは図 3.1のようにコアの屈折率分布によって、ステップインデックス (SI
: Step Index)型マルチモード光ファイバ (SI-MMF)、グレーデットインデックス (GI : Graded
Index)型マルチモード光ファイバ (GI-MMF)の 2種類に分けられる。
　 SI-MMFはコアの屈折率が一定の光ファイバで、経路によって伝搬距離が変わってしまう結果
として伝搬信号がゆがんでしまうため、送受信できるデータ量が少なくなってしまう特性をもつ。
一方で、GI-MMFはコアの屈折率が滑らかに分布していて、伝送距離が短いほど屈折率の高いコ
ア中心付近を通ることになるためより光の速度が遅くなり、逆に伝送距離が長いほど屈折率の低
い部分を通るため光の速度が速くなる。そのため、相対的にどのモードの光も同じ速度で伝搬す
るようになっている。よって今回は比較的特性の良いGI-MMFを用いる。
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3.2 高出力レーザ
本研究における光給電では、ハイパワーファイバレーザ (HPFL : High Power Fiber Laser)を
用いた。波長は 1550 nmを用いているが、これは通常の光ファイバ伝送において低損失とされる
波長である波長帯であるため用いている。光ファイバ給電を行う際の伝送路への入力給電光強度
は最大 10 Wであり、信号光に影響を与えてしまう。　
図 3.2: 給電光の出力パワー
図 3.2に直接伝送時の給電光の入力パワーと出力パワーのグラフを提示する。
本研究で用いるHPFLは、出力時の電流を 0～9.5 Aで変化させることにより、出力光強度を変
化させることが出来る。図 3.2に、本研究で用いる HPFLの出力時の電流を各々変化させた場合
の、それぞれの出力光強度を示す。電流を上昇させるにつれ、ほぼ比例するような形で光強度が
上昇した。9.5 Aの時に最大 10 Wの出力光強度を得ることが出来た。
13
3.3 光電変換素子
信号用光電変換素子 (PD : Photo Diode)とは光エネルギーを電気エネルギーへと変換するも
のであり、光信号を電気信号へと変換し信号を伝えるものである。給電用光電変換素子 (PPC :
Photovoltaic Power Converter)は給電光のエネルギーを電気へ変換して電力として応用するとき
に用いられる。
本研究における PDはおよそ 3 dBmまで入力可能な単 5電池稼働式のものを用いた。本実験に
おいては信号受信部に設置したこの PDにより発生した電気信号を分析した。
本研究では給電用の受光部分においては受光素子として感熱式のオプティカルパワーメータ
(OPM : Optical Power Meter)を用いた。こちらは現時点での信号光の出力が何 Wかを測定する
ために用いた。
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3.4 スポットサイズ変換器
　
3.4.1 モード分散
　特に長距離伝送の際、MMFを用いた場合にモード分散という現象による信号劣化が問題とな
る。短距離伝送においては問題とならないほど小さいが、距離が延びるほど大きくなる。
図 3.3: モード分散による信号劣化
図 3.3にMMF内のモード分散の様子を示す。このようにMMF中を光が多くの経路 (モード)
で伝搬されるが、それぞれに距離の差が発生するためにモードによって時間差が発生してしまう
ことが原因となっている。長距離になればなるほど出力波形が時間的に広がってしまうため波形
が重なって信号検出時に誤りが生じてしまう可能性がある。このようにモードの伝搬速度の違い
によって波形が歪んでしまう現象をモード分散と言う。SMFのように単一のモードで伝搬される
ファイバでは経路差が発生し得ないためモード分散は起こらない。
　更に関連してモード結合の発生も考慮した。モード結合とはファイバの形状変化や屈折率分布
の変化、ファイバの曲げや接続における軸ずれの影響を受け、モード間のエネルギーのやりとり
においてあるモードの光が別のモードへ途中から入射してしまうことをいう。この場合、本来伝
送する光の経路ではない場所へ光が入射してしまうために伝送特性が悪くなることがある。実験
を行う時にファイバの急峻な曲げやファイバ同士が斜めに接合した場合、不完全な融着時の軸ず
れによってモード結合が可能な限り起こらないように気を付ける必要があった。本研究ではモー
ド分散の影響を抑えてMMFの長距離伝送を目指した。　　　
3.4.2 スポットサイズ変換器を用いたセンターラウンチ
モード分散を抑制するための方法の一つとして、信号光を SMFからMMFへと入射させる際に
よりMMFのコアの中心へと入射させる方法があり、この方法をセンターラウンチ (CL : Center
Launch)という。この方法により、CLを用いない場合よりもより中心に近いモードへと入射させ
ることができると考えられる。出来る限り一番中心のモードである基本モードのみを励振させる
ようにすることでモード分散の影響を小さくすることができる。
　従来はコアの中心に対して単純にビームを入射する方法が提案されてきたが、それに加えて入射
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角度を調整して緩やかな角度で入射させることでスポット径の大きさを調整し、従来よりも更に
基本モードへの励振を図る方法が提案されている。このスポット径の大きさは基本モードのモー
ドフィールド径 (MFD : Mode Field Diameter)と一致させることが効率がよいが、ガウスビーム
を用いて調整する方法では汎用性が乏しい。そのため本研究では送信機側に挿入することでモー
ド分散を抑制可能なスポットサイズ変換器 (SSC : Spot Size Converter)を用いて実験した。　　
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3.4.3 スポットサイズ変換器の構成
モード分散抑制のため、本研究ではMFDを適切な大きさに拡大することを目的とした 2種類
の SSCを製作した。それぞれの種類を (1) SSC type1、(2)SSC type2とする。　　
　
　 　
　 　
図 3.4: スポットサイズ変換器の構成
　 　
　
SSC type1については、SMFとMMFの間に中間のコア径を持つファイバを挿入することに
よって徐々にコア径とMFDを広げる構成となっている。一方、SSC type2については、SMFと
MMFの融着部分に追加で放電したものであり、このように追加で放電することによって熱によっ
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て物理的に膨張し、MFDが拡大される構成となっている。　　
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3.4.4 スポットサイズ変換器の比較
本研究においては、伝送評価の基準としてエラーベクトル振幅 (EVM : Error Vector Magnitude)
を用いる。送信器側から生成された電気信号を信号光へと変換し、更に受信器側で復調された電
気信号を元の電気信号と比較することにより品質を評価する。
　　
図 3.5: エラーベクトル振幅
　図 3.5のように、この時の測定シンボル点は信号の振幅と位相によって同相/直交位相 (I/Q :
In-Phase/Quadrature-Phase)として決定される。伝送路において何らかの影響を受けて、本来の
シンボル点から角度φずれて離れたところにシンボル点が観測されたときの相対的な差分を用い
てベクトルの大きさで次のようにパーセント表示する。
　EVM = j~ejj~vj[％]
　そのため、EVMはどれだけ理想的な信号から離れているかという信号品質の悪さを表す。
　エラーフリー伝送を達成のために EVMは 6％未満である必要がある。
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実際に SSCを自作してMMF伝送時の実際の伝送特性を評価した。　　　
　
　
　
　 　
図 3.6: スポットサイズ変換器を用いた実験構成
　 　
　
実験構成を図 3.6に示す。信号生成部として次のものを用いた。外部共振型半導体レーザ (ECL
: External Cavity Laser)では 1550 nmの光が出力され、偏波コントローラ (PC : Polarization
Controller)にて偏波を調整された信号に対してニオブ酸リチウム (LN : LiNbO3)変調器を用いて
信号生成器 (SG : Signal Generator)より生成された無線信号の振幅・位相情報で強度変調を行っ
た。使用した無線信号は 2.45 GHzの直交周波数分割多重方式 (OFDM : Orthogonal Frequency
Division Multiplexing)マルチキャリア変調方式 64値直角位相振幅変調 (64 QAM : 64 Quadrature
Amplitude Modulation)、ビットレート 54 Mbit/sのものを用いた。そしてエルビウム添加光ファ
イバ増幅器 (EDFA : Erbium Doped Fiber Amplier)によって増幅させ、更にバンドパスフィル
タ (BPF : Band Pass Filter)を用いて信号光の品質をより向上させた。SSCは SMFで構成され
る信号生成部とそれ以降のMMF部分の接続において用いた。SSCを用いてMFDを調整した後
に信号光をMMF部分へと入射し、信号品質測定部へとより基本モードを伝送させる実験をした。
信号品質測定部では、PDによって信号を電気信号に変換し、減衰器 (ATT : ATTenuator)によっ
て電気信号のパワーをシグナルアナライザ (SA : Signal Analyzer)の入力限界値を下回る適切な
パワーへと調整し、SAにて EVMの測定を行った。　　　　
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送信器側に SSCを組み込んだことによってどれだけモード分散の影響を抑制することが可能か
15 kmまでのMMFを用いた比較実験を行った。この実験では従来の接続と 4 種類の SSCを用い
た場合の 5 パターンで 0～15 kmのMMFで伝送した時の EVMを測定した。いずれの場合も PD
への入力光は 0 dBmとなるように調整を行い、それぞれ 50 回ずつの測定を行った。
図 3.7: 各 SSC特性比較
図 3.7に示すように、距離が延びるほどいずれもEVMが増加した。更に距離と共に差が顕著と
なった。15 km地点では最大 4.25％の大きな差が発生した。SSCを使用した場合、短い距離では
違いが大きくは見られなかったが、長距離になるほど差が見られて 15 km地点では他のあらゆる
SSCを用いたものより大きく EVMが増加している。15 km伝送時の結果として SSC type2(8 回
放電)、SSC type2(6 回放電)、SSC type1(25 µm MMF使用)、SSC type2(10 回放電)、従来、の
順番で伝送特性が良く、EVMの値としては 8.61％、6.75％、5.91％、5.63％、4.36％であった。
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3.5 オフセットラウンチ
スポットサイズ変換器を用いてCLを行ったことに加え、給電光に対してOLを行った。OLと
は SMFから出力された給電光をMMFへ入射する際に軸ずれを故意に発生させて高次モードへ照
射する技術である。今回は市販のMCPを用いて SMFからMMFへと入射するときにビームを高
次モードへとOLを行う構成とした。
図 3.8: モードコンディショニングパッチコード
SMFから照射される給電光はMCPによって中心軸がずらされ、通常の接続では基本モードを
中心としたエネルギー分布となるMMFに対してより高次モードへ近い側へと意図的に入射させ
ることが可能となる。MCPとは、主に通信機器から送出される光信号をずらすことにより、光信
号がファイバ中を適切に反射しながら進む役割に用いられる機器である。通常は信号光に用いら
れるこの機器に対して、本実験では OLを信号光ではなく給電光に用いた場合にどれほど効果が
あるのかを検証した。
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第4章 帯域制限・雑音抑制を行った光給電型光
ファイバ無線伝送
4.1 実験構成
図 4.1: 実験構成
本実験ではCLとOLを用いて帯域制限により信号光と給電光の出力を低次モードと高次モード
へとそれぞれ抑制することにより、MMFを用いて給電光と信号光の同時伝送を効率的に行うこと
を目的とした光給電型光ファイバ無線伝送を提案する。図 4.2においては下り方向における伝送の
構成を示した。上り方向の場合は光給電部を逆側に取り付ける。長距離における給電効率を向上
させるために、給電光の波長を 1550 nmとした。先行研究において信号光を 1480 nmとした場合
にクロストークの影響が大きく見られたと報告があったので、信号光の波長は 1550 nm付近の次
に伝送損失が低い 1310 nmのものを用いて同時伝送実験を行った。この実験構成を図 4.2に示す。
　光源として、波長安定性の高い分布帰還型 (DFB : Distributed Feedback)レーザを使用した。
これにより 1310 nmの光が出力され、PCを通って LN変調器へと入力される。LN変調器では、
中心周波数 2.45 GHz、OFDM64QAMの IEEE802.11gに準拠した無線信号により強度変調がさ
れる。その光を ISOに通し、その後の半導体光増幅器 (SOA : Semiconductor Optical Amplier)
に偏波依存性があるためまず PCを通してから SOAを用いて増幅した。更に BPFを通し、SSC
を用いてMFDを調整したものをWDMカプラによって給電光と合波した。そしてGI-MMF中へ
と伝搬させ、次に受信器側のWDMカプラを用いて信号品質測定部と光給電部へと分割した。最
後に PDまで伝搬した信号光を電気信号へと変換し、ATTによって適切な強度へと調整した後、
SAによって EVMを測定した。　
給電光の光源として、3.3章で出力パワーを確かめた HPFLを用いた。出力された光は ISOと
MCPを通過する。そして、WDMカプラによって信号光と合波してGI-MMF中へと伝搬させた。
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受信側では光パワーメータ (OPM : Optical Power Meter)によって伝送後の光パワーを測定した。
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4.2 給電光伝送効率
MCPを使った場合と使っていない場合、更に各長さのMMFを通過した後の給電光のパワー伝
送効率を調べた。給電光がMMFを伝送する前の給電光パワーとMMFで伝送した時にOPMで
測定できた給電光パワーを測定、比較した。この測定では、ファイバレーザからの出力パワーを
最大の 10 Wまで出力させた時に、どの程度出力するか確認した。
図 4.2: 給電光伝送効率
2 kmと比較して 4 kmの伝送は長距離伝送になるとMMFの伝送損失の影響によって 10 W出
力時に 2 km伝送時の場合で 7.7 Wであり、4 km伝送時の場合で 6.6 Wなので 1.1 W給電パワー
が落ちた。
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4.3 伝送特性における信号品質揺らぎに関する検討
4.1章の実験構成においてMMFを用いたときに信号品質の揺らぎが発生した。原因が信号パ
ワーの揺らぎによるものではないかと考え、相関性を調べるため受信信号パワーと EVMを次の
図において比較した。　
図 4.3: 信号品質揺らぎ
結果、安定していたEVMが、信号の受信パワーが-46.16 dBmを下回った時に上昇し、1.5％付
近から変動した。この原因はWDMカプラを用いていることによるパワー揺らぎにあるのではな
いかと考え、測定時にはパワーがピークである時のみに限定することにした。
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4.4 下り方向伝送評価
図 4.4: 下り方向伝送評価
給電光による信号光の影響を再現性を持たせる形で調べるため、信号光の SA部分による受信
パワーが  45 dBmより上の安定した強度によって得られたEVM特性を図 4.4に示した。特に給
電光のパワーを上げた場合にMCPの有無により EVMに差が見られ、MCPを用いた場合により
よい信号の特性を得ることができた。MCP無しの場合では 6 W時で 3.66％まで EVMが上昇し
てこれ以上の給電によっては信号を検出できなかったが、MCP有りの場合では 6 W地点で 3.35
％までとこの時点で 0.31％ EVMが抑えられ、更に 7 Wの給電光を用いた際にも検出することが
出来た。これはMCPによる給電光のOLが成功し、モードの使い分けがある程度できていると考
えられる。しかし予想より効果が大きくなかったことから給電光が基本モードにまだかなりのパ
ワーが入ってしまっていると考えられ、より大きくオフセットをすることで更なる改善が見込め
るのではないかと考えた。
27
4.5 上り方向伝送評価
　
図 4.5: 上り方向伝送評価
上り方向においては信号光と給電光の干渉が見られなかった。更にMCPの有無による差がな
く、最低の EVMが 1.17％、最高のＥＶＭが 1.29％であり、その間に収まる結果となった。上り
方向伝送の場合は信号光と給電光の方向が逆であることから、干渉はほとんど起こしていないも
のと考えられる。
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第5章 考察
MMFを用いた光給電型光ファイバ無線伝送を最終的には高効率化させるために、帯域制限によ
る雑音抑制を目的として SSCとMCPを用いた信号光と給電光の 4 kmの長距離同時伝送実験を
行った。MMFを用いる際の課題であるモード分散を抑えることを目的として 2つのタイプの SSC
を製作して比較実験を行ったところ、8 回放電したものが最もモード分散を抑える特性を持って
いることが分かった。中間の大きさのファイバを用いたものに 8 回放電をすることで損失は大き
くなってしまうかもしれないが、更に微調整することも方法として考えられる。本研究では 4 km
までの実験だが、より長距離の伝送をする場合では融着部分を増やすことによる損失よりも SSC
の特性が重要となると考えられる。特に給電光側に SSCを用いる場合には特性が変わってくる可
能性が考えられる。
　次に、給電光側にMCPを用いOLすることで給電光と信号光を別のモードに分けて伝送させ、
クロストークを抑えて更なる高効率な伝送を実現することを考え今回実験を行ったが、給電光と
信号光の干渉がまだ見られたため、MCPを給電光側に用いた今回の実験系では給電光がまだ多く
信号光側のモードに入ってしまっていると考えられる。軸ずれ発生器などを用いた軸ずれだけで
なく角度も考えた更なる微調整によって改善する可能性は考えられる。
　光給電型光ファイバ無線システムにおける給電効率の向上を目的として、給電光に 1550 nm、信
号光に 1310 nmを用いた。先行研究において信号光に 1480 nmの信号光が用いられたが、クロス
トークやラマン散乱、四光波混合の影響によって大きく影響を受けてしまっていた。今回信号光
の波長をより安定性のある DFBレーザを用いて 1310 nmとして用いたことで全体的に 1％ほど
改善し、波長差を広げることで信号品質を上げることに成功した。
　給電光の伝送においては今回の実験結果から 10 Wを入力して 4 km伝送した時の光パワーが
6.6 Wであり、4 km離れた基地局においてこの程度の電力を使えるとピコセルを動作させること
が十分可能であり、より強力な給電光を用いることによって更に大きな基地局を動作可能である
と考えられる。
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第6章 結論
本研究では光給電型光ファイバ無線伝送において伝送効率の改善を目的とし、MMFと HPFL
を用いて光給電下の光ファイバ無線伝送特性を評価した。
　モード分散やクロストーク抑制のため、SSCとMCPを用いて各々の光の帯域制限を行い光給
電下の光ファイバ無線伝送特性を評価した。結果としてまず SSCの効果を 15 km伝送時に 8 回
放電を行った SSCを用いた場合に EVMの低下を確認した。他のどの距離の場合でも従来型の接
続法と比較して全ての距離でEVMの低下に成功した。更に SSCを用いた場合のMCPを確認し、
クロストークの影響が見られた下り伝送時に 6 W給電時にEVMを 0.31％低下させることに成功
した。以上の結果から光給電型光ファイバ無線伝送における伝送効率を改善することに成功した
と考えた。　
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